
令和6年度 令和5年度

90,616,727 84,859,185県 土 整 備 部

<県土整備政策局>
R 6 R 5

県土整備総務課
土 木 総 務 費Ⅰ

1. 県土整備関係企画事務 8,923 7,407 県土整備部における政策調整業務の充実・強化に要する経

事業 ○ 費単

技 術 調 査 課
土 木 総 務 費Ⅰ

1. 積算単価調査委託事業○ 72,175 55,543 公共事業の工事費積算に用いる単価（労務費、建設資材単単

価、建設副産物の処分費等）の中で、市販の物価誌に掲載

されていないものに対する実勢価格調査に要する経費

2. 公共工事等統合支援シ 159,972 157,515 電子入札や入札情報の公開を行うとともに、工事管理や設

ステム運用事業 ○ 計積算等の公共事業の各種情報を電子化し効率的に事業を単

行う公共工事等統合支援システムの運用に要する経費

3. 県内建設業界の競争力 5,196 5,452 公共事業の品質を確保し、良質な社会資本を整備するとと

強化事業 ○ もに働き方改革を促進するため、県内建設業界の技術力向単

上及びＩＣＴ施工の推進に要する経費

検査・技術支援課
土 木 総 務 費Ⅰ

1. 技術力等向上支援事業○ 8,367 6,382 公共事業の品質を確保し、良質な社会資本を整備するとと単

もに、良好なワークライフバランスの形成に向けた県・市

町村職員の技術力等向上に要する経費

2. 災害時における人工衛 3,734 3,934 災害発生時の被災状況を迅速に把握するための人工衛星及

星及びドローンの活用 びドローンの活用に要する経費

単事業 ○

用 地 対 策 課
土地利用対策費Ⅰ

1. 地籍調査事業 ○ 1,470,873 1,389,460 土地における地籍の明確化を図るため、一筆ごとに調査・補

測量を行い、地籍図・地籍簿を作成するために要する経費

Ⅱ 土 木 総 務 費

1. 土地収用事業 ○ 11,087 11,212 土地収用法に基づく事業認定の申請及び裁決申請に伴う調単

査並びに収用委員会の開催に要する経費

2. 用地処理事業 ○ 135,863 127,259 公共事業の施行に伴う用地取得等に係る事務指導、連絡調単

整及び県土地開発公社への公共用地取得業務委託等に要す

る経費
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<道 路 局>
R 6 R 5

道 路 政 策 課
道路橋りよう総務費Ⅰ

1. 道路調査事業 ○○ 85,542 96,594 公共事業実施予定路線の事前調査、その他測量調査等に要補 単

する経費

2. 京奈和関空連絡道路調 8,000 8,000 京奈和自動車道と関西国際空港をつなぐ自動車専用道路の

査業務事業 ○○ 実現に向けた調査に要する経費受 単

3．○道の駅ＧＸ推進事業○ 4,930 － 県内道の駅における太陽光発電施設設置の可能性調査等に新 単

要する経費

道路新設改良費Ⅱ

1. 直轄道路事業負担金事 10,884,067 10,483,475 国が直轄施行する県内の国道の改良及び交通安全施設等整

業 ○ 備事業等の負担に要する経費単

2. 串本太地道路用地事務 5,377 12,714 一般国道42号串本太地道路の建設促進を図るため、国土交

事業 ○ 通省の委託を受け、用地取得事務を行うために要する経費受

道 路 保 全 課
道路橋りよう総務費Ⅰ

1. 道路調査事業 ○ 65,000 65,000 道路の現況調査、道路台帳の整備に要する経費単

道 路 維 持 費Ⅱ

1. 道路維持事業 14,965,464 10,318,163 県が管理する国道、県道の維持修繕、災害防除、交通安全

施設等の整備及び無電柱化等に要する経費

○県際道路管理 520,000単

○道路災害防除 30,000単

○交通安全施設等整備 300,000単

○道路維持 3,831,010単

○道路保全 10,284,454補

道路新設改良費Ⅲ

1. 市町村道路事業補助事 17,000 32,048 市町村が実施する道路整備事業への補助に要する経費

単業 ○

道 路 建 設 課
Ⅰ 土 地 改 良 費

1. ○県営農道整備事業 ○ 42,000 － 営農労力と営農経費の縮減、農業生産物流通の合理化及び新 補

農山村の環境改善を図るため、基幹となる農道の整備に要

する経費

Ⅱ 道路新設改良費

1. 道路橋りよう整備事業 17,081,882 21,839,909 県が管理する国道、県道の新設及び改良に要する経費

○公共事業国道改良 2,600,000補

○道路改良 11,294,824補

○広域地方計画道路改良 120,000補

○地方特定道路整備 1,289,058単

○半島振興道路整備 210,000単

○小規模道路改良 1,568,000単
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R 6 R 5

2. サイクリングロード整 180,000 250,000 県内におけるサイクリングロードの整備に要する経費

補備事業 ○

3．長井古座線八郎山トン 60,000 － 県道長井古座線八郎山トンネル補修工事の設計業務等に要

ネル対策委託事業 ○ する経費単

Ⅲ 街 路 事 業 費

1. 街路事業 1,835,000 2,160,000 市街地における都市計画道路の整備に要する経費

○公共街路 1,480,000補

○地方特定道路整備（街路） 355,000単

<河川・下水道局>

河 川 課
河 川 総 務 費Ⅰ

1. 河川管理事業 ○ 76,722 64,936 河川に関する各種事業を実施することにより、適正な維持単

管理及び愛護思想の普及啓発を行うことに要する経費

河 川 改 良 費Ⅱ

1. 河川等災害関連事業 ○ 200,000 200,000 浸水被害等の軽減を図るため災害復旧事業とあわせた改良補

工事の実施に要する経費

2. 直轄河川関係事業負担 978,568 1,023,956 国直轄で実施する紀の川・熊野川の治水事業の負担に要す

金事業 ○ る経費単

3. 堤防改修事業 ○ 640,000 660,000 小規模な河川改修工事の実施に要する経費単

4. 河川修繕事業 ○ 1,470,527 1,577,715 河川管理施設等の機能の維持、修繕に要する経費単

5. ポンプ場施設管理事業○ 128,666 160,842 和歌川の水質浄化のための和歌川ポンプ場の稼働、その外単

14ポンプ場の維持管理に要する経費

6. 河川整備事業 ○○ 4,671,988 4,645,920 防災・減災対策等を目的とした河川整備の実施に要する経補 受

費

水 防 費Ⅲ

1. 水防事業 ○ 75,548 56,390 出水時等における水防活動を迅速かつ的確に行うための態単

勢整備に要する経費

砂 防 課
砂 防 費Ⅰ

1. 急傾斜地崩壊対策事業○ 1,479,303 1,827,336 がけ崩れから人命を保護する工事等の実施に要する経費補

2. 砂防修繕事業 ○ 207,744 231,550 土砂災害を防止する施設等の機能の維持・増進・管理に要単

する経費

3. 総合土砂災害対策情報 25,281 26,839 雨量計等の機器の整備及び維持管理に要する経費

単システム整備事業 ○

4. 砂防事業 ○ 3,192,000 2,845,353 土砂災害から人命・財産を保全する工事等の実施及び警戒補

避難体制等の整備促進に要する経費

5. 小規模土砂災害対策事 296,500 295,490 小規模な土砂災害から人命を保護する工事等の実施に要す

業 ○ る経費単

6. 大規模土砂災害対策研 10,309 9,209 大規模土砂災害に関する研究・啓発の拠点としての「和歌

究啓発推進事業 ○ 山県土砂災害啓発センター」の管理・運営に要する経費単

7. 直轄砂防事業負担金事 515,000 510,000 国直轄で実施する砂防事業の負担に要する経費

単業 ○
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下 水 道 課
環 境 対 策 費Ⅰ

1. 浄化槽設置等適正化指 15,639 17,734 浄化槽の設置、維持管理及び法定検査の適正化等を図るた

導事業 ○ めに要する経費単

2. 浄化槽設置整備事業○○ 263,248 289,108 環境対策・住宅対策のため、浄化槽設置整備事業を実施す補 単

る市町村への助成等に要する経費

土 地 改 良 費Ⅱ

1. 農業集落排水事業 ○ 65,647 48,625 農業集落の生活活動により生じる汚水の排除と終末処理を補

行い、農業用水の水質保全及び集落環境の向上を図る市町

への助成に要する経費

下水道事業費Ⅲ

1. 下水道等水洗化促進補 900 1,125 水洗化促進を図るため、市町に対する事業費補助に要する

助事業 ○ 経費単

2. 下水道事業促進整備交 59,266 74,517 公共下水道の整備促進を図るため、公共下水道事業を実施

付金事業 ○ する市町への助成に要する経費単

<都 市 住 宅 局>

都 市 政 策 課
建 築 指 導 費Ⅰ

1. 開発・宅地造成指導事 1,998 2,001 都市における無秩序な市街化を防止するとともに、良好な

業 ○ 環境を備えた市街地整備に要する経費単

2. 盛土等規制対策事業○○ 32,751 36,700 既存盛土等の分布を把握するため、盛土の情報や基礎調査補 単

結果のデータベース化の実施に要する経費

都市計画総務費Ⅱ

1. 都市計画推進事業 ○ 63,636 17,612 都市計画審議会の運営等に要する経費及び都市計画に関す単

る基礎的な調査に要する経費

2. 屋外広告物事業 ○ 3,666 3,585 都市の美観維持のため、屋外広告物の取締指導、広告業者単

の指導に要する経費

3. わかやま 景観保全と 2,421 2,720 優れた自然・歴史・文化など豊かな景観の積極的な保全・

形成事業 ○ 継承と、地域の個性を生かした自主的な景観づくりを促進単

し、個性的で魅力ある景観形成を図るために要する経費

4. 都市公園維持運営管理 118,459 120,226 指定管理者制度による紀三井寺公園及び県営相撲競技場の

事業 ○ 管理運営に要する経費単

5. 河西緩衝緑地維持運営 156,208 156,208 指定管理者制度による河西緩衝緑地の管理運営に要する経

管理事業 ○ 費単

6. 和歌公園維持運営管理 56,318 56,318 指定管理者制度による和歌公園の管理運営に要する経費

単事業 ○

7. 橋本体育館維持運営管 75,593 75,593 指定管理者制度による橋本体育館の管理運営に要する経費

単理事業 ○

8. 県民水泳場維持運営管 196,300 196,300 指定管理者制度による秋葉山公園県民水泳場の管理運営に

理事業 ○ 要する経費単

9. 都市空間の再構築戦略 12,500 2,500 都市空間の再構築を推進するため、市町が行う立地適正化

の推進事業 ○ 計画策定支援やＪＲ和歌山駅周辺の整備構想策定支援に要単

する経費
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10. 第３５回全国「みどり 72,044 17,544 第35回全国「みどりの愛護」のつどい開催に係る会場設営

の愛護」のつどい事業○ 及び式典運営等に要する経費単

公 園 費Ⅲ

1. 公園整備事業 ○○ 610,883 331,781 都市公園の整備に要する経費補 単

建 築 住 宅 課
建 築 指 導 費Ⅰ

1. 住宅新築資金等貸付助 40,092 36,492 国の補助により実施した住宅新築資金等貸付事業に係る貸

成事業 ○ 付金償還推進費用の補助に要する経費補

2. 建築行政指導事業 ○ 8,285 7,780 建築基準法及び建築士法等に基づく、建築物の確認、検査単

及び建築技術者の指導監督等、建築行政の推進に要する経

費

3. 福祉のまちづくり推進 1,190 1,178 福祉のまちづくり条例に基づき、公共的施設等のバリアフ

事業 ○ リー化を促進し、障害者や高齢者等が自由に行動できる福単

祉のまちづくりを推進するために要する経費

4. 住宅耐震化促進事業○○ 163,208 163,208 耐震性が劣る住宅（平成12年５月以前に建設された木造住補 単

宅及び昭和56年５月以前に建設された非木造住宅）の耐震

診断及び耐震改修等を促進するために要する経費

5. 空き家対策の促進事業○ 13,880 1,700 専門家によるワンストップ相談窓口の設置など、管理不十補

分な空き家等への対策を推進するために要する経費

6. 宅地建物取引業指導事 2,424 2,424 宅地建物取引業者の免許事務等を実施し、必要な規制を行

業 ○ うことにより、購入者等の利益の保護と宅地建物取引業の単

健全な発展を促進するために要する経費

7. 未利用建築物の除却・ 14,000 25,000 一定規模以上の未利用建築物を除却し、跡地の有効活用を

跡地活用等促進事業 ○ 促進するために要する経費単

8. 緊急輸送道路沿道建築 79,180 79,180 地震時に建築物倒壊による緊急輸送道路の閉塞を防ぐた

物耐震化支援事業 ○ め、沿道建築物の耐震化支援に要する経費補

9. ○建築行政のシステム 89,558 － 建築計画概要書の閲覧システムの整備と建築基準法上の道新

基盤整備事業 ○ 路種別地図のウェブ公開に要する経費補

住 宅 管 理 費Ⅱ

1. 公営住宅管理事業 ○ 746,099 732,900 県営住宅5,131戸の維持管理、入居募集等に要する経費単

住 宅 建 設 費Ⅲ

1. 公営住宅建設事業 ○○ 933,974 1,154,384 既設団地の長寿命化及び建替等に要する経費補 単

公 共 建 築 課
建 築 指 導 費Ⅰ

1. 営繕工事施行事業 ○ 682 682 環境に配慮し、災害に強く、利用者満足度の高い施設の整単

備を目的に、一元的に県有建築物の営繕工事を施行するた

めに要する経費
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<港 湾 空 港 局>
R 6 R 5

港湾空港振興課
港 湾 管 理 費Ⅰ

1. 放置艇“０”大作戦事 12,856 10,602 県管理の公共水域（港湾・漁港・河川・海岸）に存在する

業 ○ 放置艇等の撤去等に要する経費単

2．クルーズ客船寄港促進 31,687 37,279 国内外のクルーズ客船誘致に要する経費

単事業 ○

空 港 管 理 費Ⅱ

1. 熊野白浜リゾート空港 330,906 303,144 熊野白浜リゾート空港の運営権者による適正かつ効率的な

管理事業 ○ 管理運営等に要する経費単

2. 空港修繕事業 ○ 30,500 32,357 熊野白浜リゾート空港の修繕及び調査に要する経費単

3. 空港整備事業 ○ 647,850 504,000 熊野白浜リゾート空港の老朽化対策等に要する経費補

4. 国際便受入機能強化事 10,000 25,000 熊野白浜リゾート空港既存ターミナルの改修等に要する経

業 ○ 費単

5. ○熊野白浜リゾート空 65,325 － 熊野白浜リゾート空港の利用促進や滑走路延伸に係る検討新

港利用促進事業 ○ 等に要する経費単

港湾漁港整備課
漁 港 建 設 費Ⅰ

1. 漁港施設整備事業 ○ 1,070,347 1,280,149 水産資源の維持・増大と水産物の生産流通機能の増大・安補

定供給及び津波による被害を防止するための漁港施設の整

備や、漁港施設の機能保全に要する経費

2. 漁港海岸整備事業 ○ 101,878 86,245 漁港区域内における防潮堤等の海岸保全施設の整備及び老補

朽化対策、海岸環境の整備に要する経費

3. 漁村環境整備事業 ○ 102,991 45,142 漁港の環境及び漁村の生活環境の改善を図るため、集落排補

水施設等の整備や機能保全に要する経費

海 岸 保 全 費Ⅱ

1. 海岸整備（海岸）事業○ 276,150 267,750 高潮、波浪又は津波による被害を防止する海岸保全施設の補

整備や機能強化に要する経費

港 湾 管 理 費Ⅲ

1. 港湾修繕事業 ○ 80,000 74,700 港湾における維持修繕、環境保全・事故防止対策・利用調単

整等の小規模な改良工事等に要する経費

2. 海岸修繕事業 ○ 195,052 208,993 海岸における維持修繕、環境保全・事故防止対策・利用調単

整等の小規模な改良工事等に要する経費

港 湾 建 設 費Ⅳ

1. 直轄港湾・海岸事業負 1,295,385 1,320,056 和歌山下津港・日高港における国直轄事業実施に伴う港湾

担金事業 ○ 管理者負担に要する経費単

2. 港湾施設整備事業 ○ 1,734,941 1,641,310 港湾施設を建設改良し、港湾機能を整備充実させるために補

要する経費

3. 県単港湾施設整備事業○ 133,000 146,260 港湾機能を整備充実させるための小規模な港湾施設の改良単

に要する経費

4. 海岸整備（港湾）事業○ 521,147 406,254 高潮、波浪又は津波による被害を防止する港湾区域内の海補

岸保全施設の整備や機能強化に要する経費
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